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～ は じ め に ～ 

 

我が国の経済は、平成２７年度においては「大胆な金融政策」「機動的な財政政策」

「民間投資を喚起する成長戦略」を柱とする経済財政政策の推進により、新興国経済の

景気減速の影響等で輸出が弱含み、個人消費及び民間設備投資の回復に遅れが見られた

ものの、雇用・所得環境が改善し、原油価格の低下等により交易条件が改善する中で、

緩やかな回復基調が続きました。 

 

 こうした状況の中、平成２７年度県内１７市町の普通会計決算をみてみると、歳入は、

消費税率引き上げによる地方消費税交付金の増加、景気の回復基調に伴う法人住民税お

よび個人市民税の増により地方税の増加などから、総額で前年度を上回りました。 

 

歳出は、平成２５年度の台風１８号の被害に対する災害復旧事業の完了により災害復

旧事業費が減少した一方で、福井駅西口再開発事業、市町庁舎等の施設整備等の大型事

業の実施により普通建設事業費が増加しました。また、財政調整基金の積み立てなどが

増加したため、総額では前年度を上回りました。 

 

財政健全化の観点からは「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（平成１９年

度決算から適用）に定められた早期健全化基準に該当した県内市町はこれまでなく、経

常収支比率の県内平均値も前年度より３．０ポイント改善して全国平均を２．４ポイン

ト下回り、法的に問題はありません。 

 

しかしながら、実質公債費比率は前年度から０.６ポイント改善したものの、全国平均

を２．１ポイント上回り、経常収支比率も依然として高い水準にあるなど財政構造の硬

直化が続いているため、公営企業や地方公社・第３セクター等を含めた団体全体として

の財政状況を的確に分析した上で、今後も引き続き行財政改革の着実な推進により経常

経費の圧縮とさらなる財政の健全化を図る必要があります。 

 

 本書は、平成２７年度の県内１７市町の普通会計、公営企業会計およびその他の事業

会計の決算、税収、公共施設の状況等をまとめたものです。 

地方行財政運営に携わる皆様に広くご活用いただき、今後の行財政運営にお役立てい

ただくことを祈念するとともに、本書の作成にあたりご協力いただいた皆様に厚くお礼

を申し上げます。 

 

 

 平成２９年３月  

 

福井県総務部企画幹（市町振興） 

 尼 形 敏 紀  
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市 町 財 政 要 覧 用 語 説 明 

 

 

 

○会 計 区 分 

 

 

 

 

 

 

１.【普 通 会 計】 地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なるため、財政比較のため

に統一的に用いられる統計上の会計区分。一般会計と公営事業会計

以外の特別会計により構成。 

 

２.【一 般 会 計 等】 地方公共団体財政健全化法上の会計区分。普通会計とほぼ同様の

範囲であるが「想定企業会計」（一般会計で経理している公営事業

の収支を、一般会計と分けて特別会計として経理するもの）を含む。 

 

３.【公営事業会計】  普通会計と同じく統計上の会計区分。公営企業会計のほか、収益

事業、国民健康保険事業、後期高齢者医療事業、介護保険事業、農

業共済事業、交通災害共済事業および公立大学附属病院事業の会計

の総称。 

 

○収 支 

１.【形 式 収 支】 現金主義の建前に立つ、当該年度の収入と支出の単純な差額。実

質的な収支を表すものではない。 

   

             歳入決算額 － 歳出決算額 

 

 

２.【実 質 収 支】  当該年度の歳入と歳出の実質的な差額。形式収支に発生主義的

要素を加味した、実質的な収入と支出の差額を示す。 

例として、年度内に終了しない工事の残った予算は、翌年度に 

使用するため当該年度の歳入とはいえず、繰り越すべき財源となる。  

   財政運営の良否を判断する重要な指標の一つ。 
 

              形式収支 － 翌年度に繰り越すべき財源 

 

           ※翌年度に繰り越すべき財源 

・継続費逓次繰越、繰越明許費繰越、事故繰越、事業繰越、支払繰延により

翌年度に繰り越すべき財源 

 

地
方
公
共
団
体

一般会計

特別会計

うち公営企業会計

普通会計
（一般会計等）

公営事業会計
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３.【単 年 度 収 支】 その年度中に発生した黒字または赤字をいう。実質収支に含ま

れる前年度以前の収支の累積額（繰越金等）を除き、当該年度だけ

の収支を把握するもの。黒字なら当該年度に新たな剰余が生じたこ

とに、赤字なら過去の剰余金が減少したことになる。 
                       

                    当該年度の実質収支 － 前年度の実質収支 

 

 

４.【実質単年度収支】 単年度収支に含まれる形式的な黒字・赤字要素（積立金や基金取

崩金等）を除き、当該年度だけの実質的な収支を把握するもの。 

 

            単年度収支 ＋ 財政調整基金積立額 ＋ 地方債繰上償還額 

－ 財政調整基金取崩額 

 

 

○歳入科目等 
１.【一 般 財 源】   使途が特定されず、どのような経費にも使用できる財源。具体

的には、地方税、地方交付税、地方譲与税等。より多くの一般財

源を確保することで、自主的な施策を講じることが可能となる。 

 

２.【一 般 財 源 等】  一般財源に、電源立地地域対策交付金や石油貯蔵施設立地対策交

付金等の国庫支出金、使用料・手数料や繰入金等のほか、臨時財政

対策債等を含めたもの。 

 

３.【基準財政収入額】 普通交付税の算定に用いるもので、標準的に徴収が見込まれる税

収入を一定の方法によって算定した額。 

地方譲与税等一部を除き、収入見込額の75/100で算定。 

 

４.【基準財政需要額】 普通交付税の算定に用いるもので、標準的な行政を行った場合の

財政需要を算出した額。 

 

５.【標準財政規模】 地方税や普通交付税など通常経常的に収入されるであろう財源の

規模を示すもの。財政分析や財政指標算出のために用いられる。 

 

            標準税収入額等 ＋ 普通交付税額 ＋ 臨時財政対策債発行可能額 

 

※標準税収入額等 

・地方税法に定める法定普通税を、標準税率をもって、地方交付税法に定める 

 方法により算定した収入見込額と各種交付金の収入見込額の合計。算出式は 

 次のとおり。 
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 《標準税収入額等算出式》 

〔平成２２・２３年度〕 

  市町民税所得割における 

  税源移譲相当額×２５％         特別とん譲与税収入額 

  特別とん譲与税収入額          石油ガス譲与税収入額 

石油ガス譲与税収入額          地方揮発油譲与税収入額 

  地方揮発油譲与税収入額         自動車重量譲与税収入額 

   自動車重量譲与税収入額                  航空機燃料譲与税収入額 

航空機燃料譲与税収入額         交通安全対策特別交付金 

交通安全対策特別交付金                 収入額 

収入額         児童手当及び子ども手当 

児童手当及び子ども手当              特例交付金収入額 

   特例交付金収入額 

 

〔平成２４・２５年度〕 

  市町民税所得割における 

  税源移譲相当額×２５％         特別とん譲与税収入額 

  特別とん譲与税収入額                   石油ガス譲与税収入額 

石油ガス譲与税収入額                   地方揮発油譲与税収入額 

  地方揮発油譲与税収入額         自動車重量譲与税収入額 

   自動車重量譲与税収入額                 航空機燃料譲与税収入額 

航空機燃料譲与税収入額         交通安全対策特別交付金 

交通安全対策特別交付金                 収入額 

収入額          

 

〔平成２６・２７年度〕 

  市町民税所得割における 

  税源移譲相当額×２５％         

  地方消費税交付金における               特別とん譲与税収入額 

  引き上げ分×２５％          石油ガス譲与税収入額 

  特別とん譲与税収入額         地方揮発油譲与税収入額 

石油ガス譲与税収入額          自動車重量譲与税収入額 

  地方揮発油譲与税収入額        航空機燃料譲与税収入額 

   自動車重量譲与税収入額                 交通安全対策特別交付金 

航空機燃料譲与税収入額                         収入額 

交通安全対策特別交付金                  

収入額          

 

 

 

 

 

基準財政収入額 － 
１００ 

×     ＋ 
７５ 

基準財政収入額 －   
１００ 

×    ＋ 
７５ 

基準財政収入額 － 
１００ 

×     ＋ 
７５ 

(6)



○財政分析指標等 
１.【実質収支比率】 標準財政規模に対する実質収支額の割合。実質収支が赤字の場合

に比率が一定の限度を超えると、地方債の発行に許可が必要となる。 

 

実質収支額 

            標準財政規模 

 

 

２.【財 政 力 指 数】 財政力の強弱を示す指数。１を超える場合は標準的な水準を超え

た行政を行うことができ、１以下でもそれに近いほど財源に余裕が

あるといえる。国の行う財政支援の判断指標となっていることが多

い。 

 

錯誤前の基準財政収入額 

錯誤前の基準財政需要額 

 

 

３.【経常収支比率】 財政構造の弾力性を表す指標。比率が高いほど臨時の財政需要に

使用できる一般財源が少なく、弾力性を失っていることを示す。 

            従来は70～75％が妥当と考えられていたが、近年は扶助費等の経

常経費が年々増加傾向にあることから、90％を超えて推移している

団体も多い。 

 

                   経常経費充当一般財源等      

経常一般財源等収入額＋減収補てん債特例分＋臨時財政対策債 

 

※平成12年度決算までは、分母の経常一般財源等収入額に減税補てん債､臨時財 

政対策債を加えないものを経常収支比率としていた。 

    ※経常経費充当一般財源等 

・毎年度連続して固定的に支出される経費（経常経費：人件費、物件費、維

持補修費、扶助費、補助費、公債費等）に充当された、経常的に収入され

る一般財源等。経常収支比率の算定に用いられる。 

     ※経常一般財源等収入額 

・毎年度連続して固定的に収入される財源のうち経常的に収入され、自由に

使用される収入。経常収支比率の算定に用いられる。 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

× １００ 

の値の当該年度を含む過去３か年平均 

× １００ 
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○財政健全化 

１.【健全化判断比率】  実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比

率。監査委員の審査と議会報告・公表が、地方公共団体財政健全化

法により義務付けられている。 

いずれかが早期健全化基準以上であれば、「財政健全化計画」の

策定が義務付けられ、自主的な財政健全化が求められる。 

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率のいずれかが

早期健全化基準を超え財政再生基準以上となれば、「財政再生計画」

の策定が義務付けられ、国等の関与による財政の再生が行われる。 

公営企業では、資金不足比率が経営健全化基準以上であれば、「経

営健全化計画」の策定が義務付けられ、自主的な経営健全化が求め

られる。 

 

２.【実質赤字比率】   一般会計等の赤字の深刻度を表す指標。割合が大きいほど深刻度

が増す。 

 

一般会計等の実質赤字額 

標 準 財 政 規 模 
             

※一般会計等：「○会計区分、1.【一般会計等】」参照 

※実質赤字額：繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額） 

※繰上充用額：当該年度の歳入が歳出に不足する場合に、翌年度の歳入を繰 

り上げて当該年度の歳入に充てる額 
 

    （比率の悪化による影響） 

①  2.50～10.00％以上：起債許可制度※に移行 

② 11.25～15.00％以上：早期健全化対象 

③ 20.00％以上    ：財政再生対象 

※起債許可制度：地方債の元利償還に支障がないよう、地方債の発行を事前 

に制限される 

※標準財政規模に応じて基準ラインに変動あり 

 

３.【連結実質赤字比率】 公営事業会計も含めた地方公共団体全体としての赤字の深刻度を

表す指標。割合が大きいほど深刻度が増す。 
 

連 結 実 質 赤 字 額 

標  準  財  政  規  模 
 

               （比率の悪化による影響） 

①  16.25～20.00％以上：早期健全化対象 

②  30.00％以上       ：財政再生対象 

※標準財政規模に応じて基準ラインに変動あり  

 

× １００ 

× １００ 
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４.【実質公債費比率】  実質的な公債費（地方債の元利償還金）が財政に及ぼす負担を表

す指標。指標が高くなると財政構造の弾力性を圧迫することになる。 

          

（地方債の元利償還金＋準元利償還金） 

－（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

           標準財政規模 

－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

            

※準元利償還金 

イ：満期一括償還方式の地方債の１年当たり元金償還金相当額 

ロ：公営企業債の元利償還金に対する一般会計からの繰出金 

ハ：一部事務組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金・補助金 

ニ：債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの（ＰＦＩ事業に係る

委託料、国営事業負担金、利子補給など） 

ホ：一時借入金の利子 

            ※財政構造の弾力性：「○財政分析指標等、3.【経常収支比率】」参照 
 

（比率の悪化による影響） 

① 18％以上：起債許可制度に移行 

② 25％以上：早期健全化対象 

地域活性化事業等の単独事業に係る地方債が制限

される 

③ 35％以上：財政再生対象 

②の地方債に加え一部の公共事業債も制限される 

 

５.【将来負担比率】 将来負担する可能性がある負債等の残高の程度を表す指標。一般会

計等だけでなく、公営企業や一部事務組合に対して将来負担する負債

も含めて算定される。 

 

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額 

＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

                    標準財政規模 

－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

 

※将来負担額（イからチまでの合計） 

    イ：一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 

    ロ：債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費） 

    ハ：一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの負担等

見込額 

    ニ：当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担

等見込額 

× １００ 

× １００ 
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    ホ：退職手当支給予定額のうち、一般会計等の負担見込額 

    ヘ：地方公共団体が設立した一定の法人の負債額、その他の者のために債務を負

担している場合の当該債務の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案

した一般会計等の負担見込額 

    ト：連結実質赤字額 

    チ：組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 
 

（比率の悪化による影響） 

350％以上：早期健全化対象 

 

６.【資金不足比率】 公営企業の資金不足の深刻度を表す指標。割合が大きいほど深刻

度が増す。 

 

 

規 模 

   ※資金の不足額 

    ・法適用企業  ：（流動負債＋赤字地方債現在高－流動資産） 

－解消可能資金不足額 

    ・法非適用企業：（繰上充用額＋支払繰延・事業繰越額＋赤字地方債現在高） 

－解消可能資金不足額 

   ※解消可能資金不足額 

・事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事 

情がある場合において、資金の不足額から控除する一定の額 

※事業の規模 

 ・法適用企業  ：営業収益－受託工事収益の額 

・法非適用企業：営業収益に相当する収入の額 

－受託工事収益に相当する収入の額 
             

（比率の悪化による影響） 

① 10％以上：起債許可事業に移行 

② 20％以上：経営健全化団体対象 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金の不足額 

事業の規模 
× １００ 
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